
○ 住宅取得等資金の贈与税の特例（災害に関する税制上の措置）の適用のイメージ図 

 

取得 再取得贈与（２回目）
（被災者生活再建支援
  法の自然災害発生後）

贈与

住宅取得等資金の
非課税の再適用

居住

滅失

被災者生活再建支援法第２条第２号に規定する政令で定める自然災害

贈与を受けた年の
翌年３月15日まで

贈与を受けた年の
翌年12月31日まで

贈与 取得期限 居住期限

(注) 「住宅取得等資金の贈与税の特例」（「住宅取得等資金の非課税」、「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」

又は「震災に係る住宅取得等資金の非課税」をいいます。）の適用を受けるためには、贈与を受けた年の翌年３月15日までに住宅用の家屋の新

築等をし、同年12月31日までに遅滞なくその住宅用の家屋に居住することが必要です。

災害

滅失 居住要件の免除

住宅用の家屋が災害によって
滅失したことにより居住の用
に供することができなくなった
場合

災害に基因するやむを得ない
事情により住宅用の家屋を居
住期限までに居住の用に供す
ることができなかった場合

居住期限の１年延長

災害に基因するやむを得ない
事情により取得期限までに住
宅用の家屋の新築等ができ
なかった場合

取得期限及び居住期限
の１年延長

贈与

取得贈与

５ 直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税（教育資金の非課税） 

○ 制度の概要 

平成25年４月１日から令和３年３月31日までの間に、個人（30歳未満の方に限ります。以下この

５において「受贈者」といいます。）が、教育資金(注１) に充てるため、金融機関等との一定の契約

に基づき、受贈者の直系尊属（父母や祖父母など。以下この５において「贈与者」といいます。）か

ら①信託受益権を付与された場合、②書面による贈与により取得した金銭を銀行等に預入をした場

合又は③書面による贈与により取得した金銭等で証券会社等で有価証券を購入した場合には、これ

らの信託受益権、金銭又は金銭等（以下この５において「信託受益権又は金銭等」といいます。）

の価額のうち1,500万円までの金額に相当する部分の価額については、金融機関等の営業所等を経

由して教育資金非課税申告書を提出することにより贈与税が非課税となります（注２）。 

詳しくは、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載している「祖父母などから教

育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度のあらまし」をご覧ください。 

なお、教育資金及び学校等の範囲については、文部科学省ホームページ

【https://www.mext.go.jp】（教育資金及び学校等の範囲に関する情報が掲載され

ています。）をご確認ください。  

Ｑ＆Ａ 「教育資金の非課税」の特例の適用 
 

問：  「教育資金の非課税」の特例の適用を受けるためには、どのような手続を行えばよいのですか。 

答：  「教育資金の非課税」の特例の適用を受けるためには、その適用を受けようとする受贈者が、教育資金

非課税申告書をその申告書に記載された取扱金融機関の営業所等を経由して、信託がされる日、預金若し

くは貯金の預入をする日又は有価証券を購入する日（以下「預入等期限」といいます。）までに、その受

贈者の納税地の所轄税務署長に提出しなければなりません。 また、教育資金非課税申告書が取扱金融機関の

営業所等に受理された場合には、その受理された日にその受贈者の納税地の所轄税務署長に提出されたものと

みなされます。  

なお、預入等期限までに教育資金非課税申告書の提出がない場合には、「教育資金の非課税」の特例の適用

を受けることはできません。  

（注）  教育資金非課税申告書は、取扱金融機関の営業所等を経由して提出しなければなりません。 

したがって、預入等期限までに税務署で行っていただく手続はありません。  

　なお、契約期間中に贈与者が死亡した場合には、原則として（注３）、その死亡日における非課税拠出

額（注４）から教育資金支出額（注５）（学校等以外の者に支払われる金銭については、500 万円を限度としま

す。以下この５において同じです。）を控除した残額のうち、その死亡前３年以内にその贈与者から取

得した信託受益権又は金銭等の価額でこの特例の適用を受けたものに対応する金額（以下この５に

おいて「管理残額」といいます。）を、贈与者から相続等により取得したこととされます。

　また、受贈者が 30 歳（注６）に達することなどにより、教育資金口座に係る契約が終了した場合には、

非課税拠出額から教育資金支出額を控除（管理残額がある場合には、管理残額も控除します。）した残

額があるときは、その残額はその契約終了時に贈与があったこととされます。

（注） １　教育資金とは、次の（1）及び（2）に掲げる金銭（23歳以上の者については、一定の金銭に限られます。）をいいます。

　　　（1）　学校等に対して直接支払われる入学金、授業料など一定の金銭

（2）　学校等以外の者（学習塾や水泳教室など）に対して直接支払われる一定の金銭で教育を受けるために支

払われるものとして社会通念上相当と認められるもの

２　信託受益権又は金銭等を取得した日の属する年の前年分の受贈者の所得税に係る合計所得金額が 1,000 万円

を超える場合には、この特例の適用を受けることができません（平成 31 年４月１日以後に取得する信託受益

権又は金銭等に係る贈与税について適用されます。）。

３　贈与者の死亡日において受贈者が 23 歳未満である場合や平成 31 年４月１日以後に非課税拠出がない場合

など、一定の場合には相続等により取得したこととされません。

４　非課税拠出額とは、教育資金非課税申告書又は追加教育資金非課税申告書にこの特例の適用を受けるもの

として記載された金額の合計額（1,500 万円を限度とします。）をいいます。

５　教育資金支出額とは、金融機関等の営業所等において、教育資金の支払の事実を証する書類等（領収書等）

により教育資金の支払の事実が確認され、かつ、記録された金額の合計額をいいます。

６　30 歳到達時において、現に学校等に在学している場合等には、最長で 40 歳まで延長されます。
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